大阪府障がい者自立支援協議会重症心身障がい児（者）
地域ケアシステム検討部会設置要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、大阪府障がい者自立支援協議会設置要綱第７条の規定により設置する重症心身障がい児（者）地域ケアシステム検討部会（以下「部会」という。）の運営に関し、必要な事項を定める。
（検討事項）
第２条　部会は、重症心身障がい児（者）にかかる次の事項について検討する。
　(1)医療と福祉が連携した支援体制のあり方
　(2)関係機関の情報共有のあり方
　(3)相談支援体制のあり方
　(4)地域の課題を集約し、府域全体の課題整理及び施策の提言
　(5)その他、重症心身障がい児（者）の地域生活を支援するために必要な事項
（組織及び任期）

第３条　部会は、障がい福祉室長が委嘱する委員２５名以内で組織し、委員の構成は別表のとおりとする。

２　委員の任期は、委嘱の日から平成２５年３月３１日までとする。

３　委員が欠けたときは、その後の後任者の任期は残任期間とする。
（部会長）

第４条　検討部会に部会長を置く。
２　部会長は委員の互選により選任し、部会の会務を掌理する。
（会議）
第５条　部会長は、会議を招集する。
２　部会長は、必要に応じて前条に掲げる委員以外の者に、部会への出席を求めることができる。

３　部会は、原則として公開により実施する。ただし、委員からの申し出に基づき、部会長の判断により非公開とすることができる。
（報酬）

第６条　委員等の報酬は、日額８，０００円とする。

２　前項の報酬は、出席日数に応じて、その都度支給する。

３　委員等のうち、府の経済に属する常勤職員である者に対しては、報酬を支給しない。
（費用弁償）

第７条　委員等の費用弁償の額は、職員の旅費に関する条例（昭和４０年大阪府条例第３７号）による指定職等の職務にある者以外の者の額相当額とする。

２　前項の費用弁償の支給についての経路は、住所地の市町村から起算する。

３　委員等の報酬及び費用弁償の支給方法に関し、この要綱で定めのない事項については、府の職員に対する支給方法の例による。

（庶務）
第８条　部会の庶務は、福祉部障がい福祉室地域生活支援課において行う。
（その他）
第９条　この要綱に定めるものの他、部会の運営に関し必要な事項は、部会長が部会に諮って定める。
附　則

　この要綱は平成２４年５月９日から施行する。

